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１．総合戦略の修正

該当ページ 指摘事項 修正内容

総合戦略
p3

○総合戦略及びアクションプランの推進
イメージについて

・推進の矢印がアクションプランのみに向
いているように見えかねない

・総合戦略、アクションプランともに地域ぐるみで推進していくという意図
が分かりやすいよう、下記のとおりイメージ図を修正

２．総合戦略アクションプランの修正

該当ページ 指摘事項 修正内容

アクションプ
ラン
p3

【序；アクションプランの概要】
○アクションプランのKPIについて

・総合戦略のＫＰＩとの関連性はどのよう
になっているか

・アクションプランは、総合戦略記載の具体的な事業について、個別の事
業が連携する仕組みや、具体的な取り組み方法などを記載している。Ｋ
ＰＩについても、その事業目標に応じて総合戦略において設定したＫＰＩを
そのまま用いているもの（例：農業法人の設立数）と、アクションプラン独
自で設定しているもの（例：農業、観光にかかる新たな従事者数）がある
⇒「(2)設計の考え方」のＫＰＩの説明らんを下記のように修正

【修正前】

参考となる評価指標を記載

【修正後】

アクションプランの進捗状況・成果等を評価するための指標として、

総合戦略で設定したＫＰＩやアクションプラン独自のＫＰＩを記載。アク

ションプラン独自の指標については、アクションプランを推進していく

なかで、必要に応じて追加する

○第 4 回審議会指摘事項にかかる「豊能町人口ビジョン」「豊能町まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」「豊能町まち・ひと・しごと創生総合戦略アクションプラン」

各案の修正について 
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（【地域ぐるみの定住促進】修正後のスキーム図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２．総合戦略アクションプランの修正（つづき））

該当ページ 指摘事項 修正内容

アクションプ
ラン
p8

【１．地域ぐるみの定住促進】
○事業スキームと公共交通について

・推進のポイントでは公共交通について
かなり記載されているが、前段の事業ス
キームには公共交通が含まれていない

・アクションプランの推進スキームの中で実施する、公共交通関連の課
題への対応について記載を追加。（より全般的な公共交通の利便性向
上については、総合戦略の基本目標1(3)に具体的施策を記載）
・アクションプランでは、公共交通の認知度や社会減関連度中心に課題
整理を行い、シティープロモーションへの反映や、新たな戦略の検討を行
う
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（２．総合戦略アクションプランの修正（つづき））

該当ページ 指摘事項 修正内容

アクションプ
ラン
p21

【２．農×観光の戦略推進】
○推進のポイント（観光客の移動手段の
確保）について

・”白タク”の表現は修正したほうが良い

・国家戦略特区による”ライドシェア”は、現時点では国会審議中
⇒”白タク”の表現も含め、下記のように修正

アクションプ
ラン
p21

【４．地域による総合戦略の推進】
○事業推進体制と概要

・”将来的には～考えられる”の表現に
ついて

・事業概要としての記載には馴染まないため、下記のように修正

３．人口ビジョン・総合戦略・アクションプラン共通

該当ページ 指摘事項 修正内容

各資料巻
末

○用語解説について

・各資料をまとめるのであれば、用語解
説もまとめたほうがよいのではないか

・一般的に知られていない用語だが、解
説に記載されてないものもある（ＤＭＯや
ＣＣＲＣ）

・分科会で指摘したが反映されていない
ものがある

・各資料は分冊となっており、またそれぞれで改訂をしていくこととなるた
め、用語解説はそれぞれに添付する。アクションプランについても用語解
説を追加で作成

・指摘のあった用語などについて、解説を追記

【修正前】

特区対応のライドシェアー（乗りあいタクシー、白タク）を実現すること

により、町内の観光ガイドの利便性が飛躍的に向上する

【修正後】

乗合タクシーや、現在国会において審議中の国家戦略特区制度を

活用した交通手段など、観光にかかる新たな移動手段の実現により、

町内の観光ガイドの利便性が飛躍的に向上する

【修正前】

※将来的には中間支援組織の立ち上げ・育成による事業の自立化、

地域予算制度の可能性検討を行うこと等が考えられる

【修正後】

○ＰＤＣＡの過程において、必要に応じ、中間支援組織の立ち上げ・

育成による事業の自立化、地域予算制度の可能性等の検討を行う


